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工事書類簡素化のポイント（営繕版）の概要

○北海道開発局（開発建設部含む）の発注工事のうち営繕工事を対象と
します。

適用工事

○工事書類簡素化のポイント（営繕版）掲載ＵＲＬ
https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/ez/hozen/ud49g7000000f2sv.html

北海道開発局ＨＰ掲載（Ｒ７．３より）

○「工事書類簡素化のポイント（営繕版）」により、受発注者間で役割分
担の明確化、電子化、遠隔臨場の活用により工事の円滑な施工を図ると
ともに、受発注者双方の働き方改革を推進します。

☛「工事書類簡素化のポイント（営繕版）」は、営繕工事の一連の流れ
に沿って、書類作成における受発注者の役割分担、工事書類簡素化の
留意事項等について、分かりやすく解説した資料です。

目 的

工事書類簡素化のポイント（営繕版）のＱＲコード→
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工事書類簡素化のポイント（営繕版）の構成

営
繕
工
事
の

取
組

工
事
関
係
書
類
の
簡
素
化
等

・キックオフ会議（工事円滑化会議）
・現場業務環境の改善

（ウィークリースタンス）
・ＡＳＰ（情報共有システム）
・ワンデーレスポンス
・遠隔臨場の適用
・工事関係書類の電子納品

●３つの大項目に分かりやすく分類

１．営繕工事の取組
２．工事関係書類の簡素化等
３．参考資料

参
考

資
料

●工事書類簡素化の他に以下の項目
についても掲載

●工事の一連の流れに沿って、工事
書類簡素化の留意事項等を掲載

●工事書類関連資料の参照先を掲載

・北海道開発局ＨＰ

・国土交通省 官庁営繕ＨＰ
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工事書類簡素化のポイント記載例

●工事書類簡素化の他に以下の項目
についても掲載

●各項目の取組のポイントを記載

●重要な留意点は赤書きで明確化

●書類作成の役割分担や工事書類
簡素化の留意事項を、イラストや写
真等を用いて分かりやすく解説

●実際に使用するチェックリストや工事
書類を、吹き出し等を用いて分かりや
すく解説
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5

工事書類簡素化のポイント（営繕版）



１－１．目的、適用 [Ｐ１]

●営繕工事の書類を必要最小限に簡素化する方法、簡素化の事例紹介及び
資料等作成者の役割分担を明確にします。

●受注者及び発注者、監督職員、検査職員、工事監理者（工事監理業務）
が、工事書類の簡素化を同じポイントで取り組めるようにします。

●営繕工事の生産性向上に向けた関係者間調整の円滑化の取組を明確に
します。

「工事書類簡素化のポイント（営繕版）」の位置付け

6

■ 法令等に規定された書類の作成は適正に行うものとします。

■ 受注者の社内で必要とされる工事書類の作成を妨げるものではありません。



営繕工事における工事関係書類に関する効率化実施要領

１－２．営繕工事における受発注者の業務効率化の取組[Ｐ１]

実施要領
掲載先ＱＲコード→

☛ 「工事関係書類体系図」[P3]、「工事関係書類一覧表」[P3]、
「工事関係書類の簡素化一覧表」
⇒必要な書類を選定・書類の省略及び集約

◆情報通信技術の利用による業務の効率化

◆発注者が求める工事関係書類の明確化による業務の効率化

☛ 情報共有システム（ＡＳＰ）の利用[P7]
☛ 遠隔臨場の活用[P13]

●北海道開発局営繕部では、平成２６年度から工事関係書類の効率化の取
組を進め、「営繕工事における工事関係書類に関する効率化実施要領
（以下実施要領という。）（平成２７年）」を作成。
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１－３．営繕工事の一連の流れ [Ｐ２]

工事の川上から川下にいたる一連の流れ（着手前・工事中・完成後）を明確化
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２－１．キックオフ会議（工事円滑化会議） [Ｐ5]

工事着手前や新工種の追加等において、受発注者が現場条件、施工計画、工
事工程等について確認
キックオフ会議チェックリスト（案）で受発注者の役割分担を明確化

確認項目（例）事案の「主体」となる者が
表示されている

打合せ（確認）事項

キックオフ会議チェックリスト（案）
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２－１．キックオフ会議（工事円滑化会議） [Ｐ5]

キックオフ会議チェックリスト（案）の主な内容

打合（確認）事項 主体 確認日

設
計
内
容

１．当初設計の考え方、方針について確認 発注者 ／

２．入居官署、関係機関との協議状況、施工上の制約の確認 発注者 ／

３．設計変更ガイドラインに基づいた設計変更フロー等、設計変
更手続きについて確認

発注者 ／

４．当初設計図書の不一致、不整合、
当初設計に示された施工条件との不一致
設計図書の照査結果の確認他

受注者 ／

５．設計変更内容について確認 受発注者 ／

打合（確認）事項 主体 確認日

工
程

６．実施工程とクリティカルパスの確認・共有
・クリティカルパスとなる作業着手時期と関係機関協議状況
・週休２日を行う上で、現場閉所が困難となる状況が無いか確認

受注者 ／

７．工事一時中止、工期延伸等について確認 受発注者 ／
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２－１．キックオフ会議（工事円滑化会議） [Ｐ5]

打合（確認）事項 主体 確認日

工
事
書
類

８．工事提出書類について確認
・工事関係書類提出媒体の明確化（電子、紙）
・監督員への資料提出方法を確認（電子、紙）

受発注者 ／

打合（確認）事項 主体 確認日

生
産
性
向
上

９．情報共有システム（ASP）の実施について確認 受発注者 ／

10．ICT活用計画について確認 受発注者 ／

11．BIMの適用について確認 受発注者 ／

12．新技術活用計画について確認 受発注者 ／

13．遠隔臨場の実施内容について確認 受発注者 ／

14．「デジタル小黒板」の使用について確認 受発注者 ／

キックオフ会議チェックリスト（案）の主な内容

11



２－１．キックオフ会議（工事円滑化会議） [Ｐ5]

打合（確認）事項 主体 確認日

そ
の
他

業務環境の改善に関する実施内容について確認 発注者 ／

「快適トイレ」の実施予定について確認 受発注者 ／

営繕工事における熱中症対策に係る費用について確認 受発注者 ／

建設発生土及び建設廃棄物処理計画について確認
・資源有効利用促進法省令の一部改正に関する確認

受発注者 ／

CO2削減の促進の取り組みについて確認
（北海道インフラゼロカーボン試行工事として取組内容を検討）

受発注者 ／

工事円滑化会議チェックリスト（案）の主な内容
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１－３．営繕工事の一連の流れ [Ｐ２]

☛ 工事を安全かつ円滑に実施することを目的に、定期的に受発注者、業務

受注者（工事監理及び設計意図伝達）及び入居官署担当者による会議を
開催し、工事工程や施工条件等の確認や安全施工に関する情報交換を

行うと共に、各種検討事項について協議、調整を行います。

連絡会議（営繕工事関係者連絡会議）
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１－３．営繕工事の一連の流れ [Ｐ２]

☛ 設計変更手続きが円滑に行われるよう、変更契約前に設計変更内容や変更

契約までの日程について確認し、受発注者で共有します。また、工事完成前
となる設計変更内容の確認時には、工事完成検査が円滑に行えるよう、成

果品の納品方法や検査方法等について確認します。

クロージングミーティング（設計変更確認会議）

14
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１－３．営繕工事の一連の流れ [Ｐ２]

☛ 令和７年度に完成する営繕工事（開発建設部含む）を対象として工事フォロー

アップ調査を実施します。アンケート調査により得られた情報は、営繕事業の
施工効率の改善に向けた施策の見直し等のために活用していきます。

※令和７年８月頃から調査開始予定

工事フォローアップ調査（営繕工事）
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契約時・工事開始時・工事中・完成時等に受注者に提出を求める工事関係書類

を明確化

１－４．工事関係書類（営繕工事） [Ｐ３]

契
約
時

工
事
開
始
・中

完
成
時
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１－４．工事関係書類（営繕工事） [Ｐ３]

● 受注者の独自様式を使用することができます。

（記載内容については、事前協議を行うこと）

● 押印を省略し、電子データで提出された場合は、紙による再提出を求め

ません。

☛ 使用する書式は、発注者が指示した書式の項目が含まれていること。

工事関係書類の様式や押印の省略

● 様式データは、工事受注後に貸与します。

営繕工事関係書式
掲載先ＱＲコード→

☛ 契約関係書類等も指定書式での提出により押印省略が可能です。

☛ 開発局ＨＰに掲載されています。
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営繕工事における工事関係書類に関する効率化実施要領

別添１－１ 「工事関係書類一覧表」

１－４．工事関係書類（営繕工事） [Ｐ３]

着手時 工事関係図書等の名称 書類作成者
（受発注者）

受注者書類作成
の位置付け

書類の簡素化等
内容が記載
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営繕工事における工事関係書類に関する効率化実施要領

別添１－１ 「工事関係書類一覧表」

１－４．工事関係書類（営繕工事） [Ｐ３]

工事中

工事材料搬入報告書

19

当該現場にて材料搬入
状況を撮影した工事写
真により省略できる



営繕工事における工事関係書類に関する効率化実施要領

工事関係書類一覧表の
掲載先ＱＲコード→

１－４．工事関係書類（営繕工事） [Ｐ３]

別添１－１ 「工事関係書類一覧表」

完成時

■ 書類名称欄の＊印は、該当する場合に提出する書式を示す。

20

＊完成図

電気・機械設備工事の機器
完成図は機器承諾図及び製
作図の複写の提出により省
略できる



１－５．生産性向上に向けた関係者間調整の円滑化 [Ｐ4]

営繕工事の生産性向上に向けた関係者間調整の円滑化のために営繕事業の
各段階において発注者として実施する事項

生産性向上のイメージ

【設計段階】

発注者が設計条件の明示や設計業
務プロセス管理等の取り組みを行うこ
とで、適切な設計図書の作成につな
げる

【施工段階】

発注者が余裕期間制度を活用した発
注や情報共有の迅速化等のための
取り組みを行う

営繕事業の各段階（設計段階、施
工段階）において、関係者間調整
が円滑化

営繕工事の
生産性向上

工事受注者

発注者
工事監理者 施設管理者等

設計者

官庁営繕部ＨＰ
営繕事業の各段階において発注者
として実施する事項の事例解説
掲載先ＱＲコード→

☛ 【施工段階の取組例】
・余裕期間の設定

・遅滞ない設計意図伝達等
・納まり等の調整の効率化

・情報共有や検討等の迅速化

・設計図書の変更への対応 21



２－２．現場環境改善（ウィークリースタンスの取組）[Ｐ6]

全ての営繕工事を対象
「①依頼日・時間及び期限」、「②会議・打合せ」、 「③業務時間外の連絡」に
関する取り組みを標準項目として設定するなど現場環境改善

① 依頼日・時間及び期限に関すること

☛ 休日・ノー残業デーの業務時間外に作業しなければならない期限を
設定しない。

■ 取組内容（例）

② 会議・打合せに関すること

☛ 業務時間外にかかるおそれのある打合せ時間の設定をしない。
☛打合せはＷＥＢ会議等の活用に努める。

③ 業務時間外の連絡に関すること

☛ 業務時間外の連絡を行わない。（ＡＳＰ・メール等を含む）
☛受発注者間でノー残業デーを情報共有する。
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情報共有システム提供者 情報共有ステムの提供方法

株式会社アイサス ＡＳＰ方式

株式会社建設システム ＡＳＰ方式

川田テクノシステム株式会社 ＡＳＰ方式／サーバ方式

株式会社建設総合サービス ＡＳＰ方式

株式会社現場サポート ＡＳＰ方式

日本電気株式会社 ＡＳＰ方式／サーバ方式

株式会社ビーイング ＡＳＰ方式

２－３．情報共有システム（ＡＳＰ） [Ｐ7]

● ＡＳＰは、対応状況一覧表に掲載されているシステムから選定

ＡＳＰのシステム利用は原則全ての営繕工事が対象

官庁営繕部ＨＰ
対応状況一覧表
掲載先ＱＲコード→

☛ 【提供方法】

・ＡＳＰ方式 ⇒情報共有システム提供者がシステムの機能を提供する方法

・サーバ方式⇒発注者が情報共有システムを構構築し、システムの機能を

提供する方法

対応状況一覧表（更新日：令和６年１１月）

23



書類作成

書類提出

書類管理 書類決裁

発注者受注者

工事帳票

インターネット

ＡＳＰ 書類作成

２－３．情報共有システム（ＡＳＰ） [Ｐ7]

● ＡＳＰは、書類の作成や受発注者間のやりとりをWEBを通して 行うシステムで、

書類を電子データで管理できます。

ＡＳＰを活用した書類は電子データで管理が可能

☛ ASPを用いて、作成及び提出等を行った工事書類については、別途
「紙」に出力して提出する必要はありません。

紙資料不要
電子納品 ＣＤ又はDVD納品

情報共有システム（ＡＳＰ）イメージ図
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別添１－２ 「工事関係書類の簡素化一覧表」

営繕工事における工事関係書類に関する効率化実施要領

１－２．営繕工事における受発注者の業務効率化の取組[Ｐ１]

☛ 2-11.材料及び機器の品質等証明資料［P14］

☛ 2-5.施工計画書［P8～9］

☛ 2-10.工事材料搬入報告書［P14］

☛ 2-5.施工計画書［P9］

☛ 2-5.施工計画書［P9］

☛ 2-16.機器の完成図［P17］

☛ 2-12.実施工程表［P15］

☛打合書に台帳提出の記載があれば省略

工事関係書類の簡素化一覧表の
掲載先ＱＲコード→
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２－５．施工計画書 [Ｐ8]

施工計画書は作成例を貸与

☛ 施工計画書作成の効率化のため、作成例を整備しています。
作成例は、工事受注後、希望に応じて監督職員から貸与を受ける
ことができます。

施工計画書の作成

● 施工計画書は、工事着手や作業開始に先立ち、監督職員に提出してください。

■ 貸与が可能な作成例（Excelデータ）

・総合施工計画書

・防水改修工事施工計画書

・建具改修工事施工計画書

・電気設備施工計画書

・機械設備施工計画書

総合施工計画書作成例

表紙 工事概要 26



●●●工事

施工計画書
（第１回変更）

□□建設（株）

●●●工事

工事安全計画書

□□建設（株）

令和　　年　　月　　日

総括監督員
殿

受注者

現場代理人　　　　　　　　　　

　工事名

　　　会社
担当
TEL

協力会社
担当
TEL
携帯

関係業者
担当
TEL
携帯

担当
TEL
携帯

入居官庁
担当
TEL

営繕部電気主任技術者

氏名
TEL

6.各課、室
TEL
FAX

緊急時は１～５の順で
速やかに連絡を行う。

4.監督員
氏名
TEL

氏名
TEL

TEL
FAX

TEL
FAX
携帯

携帯

氏名

2.総括監督員

TEL
携帯

氏名

緊　急　連　絡　体　制

監理業務
　　　受注者

3.監督員

氏名

TEL

現場代理人

1.主任監督員

　水道局

経済産業局

氏名

　警察署

　ＮＴＴ

FAX
TEL

○○産業保安監督部

TEL

5.所属部局

　消防署
　労基署
　病院

TEL

（財）○○保安協会

　電力会社

　下水道
　ガス会社

緊急連絡体制

２－５．施工計画書 [Ｐ8]

緊急連絡体制、工事安全計画書は総合施工計画書に記載することで提出は
不要

イメージ例

作成不要 総合施工計画書に記載

省略

・緊急連絡体制

・工事安全計画
建設工事公衆災害防止
対策要綱(建築工事編)
に基づく工事現場の
安全対策等

を記載

●●●工事

施工計画書
（当初）

□□建設（株）

●●●工事

施工計画書
（当初）

□□建設（株）

●●●工事

施工計画書
（当初）

□□建設（株）

●●●工事

総合施工計画書

□□建設（株）
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２－５．施工計画書 [Ｐ9]

技術者通知書、電気保安技術者通知書、工事用電力設備の保安責任者通知
書は、総合又は工種別施工計画書に技術者名・資格を記載し、資格証明等を
添付することで提出は不要

● 更に、資格証明等は、施工体制台帳等の別の書類で確認できれば添付を

省略できます。

イメージ例

令和 年 月 日

主任監督員

殿

受注者名

現場代理人

工事の内、 工事の施工管理技術者を下記の

とおり定めたので、別紙経歴書を添えて通知します。

施工管理技術者

記

施工管理技術者通知書

令和 年 月 日

主任監督員

殿

受注者名

現場代理人

工事の内、 工事の施工管理技術者を下記の

とおり定めたので、別紙経歴書を添えて通知します。

施工管理技術者

記

施工管理技術者通知書●●●技術者通知書

資格証明（写）等

作成不要

施工計画書等に添付

種 類
登録番号
氏 名
生年月日
○○○○
●●●●
□□法人 ◆◆◆◆◆協会

●●管理技術者 登録証
施工管理体制等

電気保安技術者
氏名：●●●●
資格：□□□□

工事用電力設備保安責任者
氏名：○○○○
資格：△△△△

●●●工事

総合施工計画書

□□建設（株）

○○○施工技能士
氏名：●●●●
資格：□□□□

施工管理技術者
氏名：○○○○
資格：△△△△

●●●工事

○○施工計画書

□□建設（株）

省略
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２－５．施工計画書 [Ｐ9]

主要（資材・機材）発注先通知書は工種別施工計画書へ記載することで提出
不要

イメージ例

令和　　年　　月　　日

　　　　主任監督員
殿

受注者

現場代理人

   工事名
　
　　標記について下記のとおり定めたので通知します。

記

資・機材名 製作製造業者名 会社名 電　話 担当者 納入予定 備　考

主要（資材・機材）発注先通知書

発注先

●●●工事

施工計画書
（第１回変更）

□□建設（株）

●●●工事

施工計画書

□□建設（株）

・資機材名
・製造者名
・発注先

を記載

作成不要 施工計画書に記載

省略
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２－５．施工計画書 [Ｐ9]

工種別施工計画書の工数の少ない工種は、他の工種に集約して記載する等
で省略可能

● 改修工事等で、工事量の少ない工種は、施工計画書を集約できます。

●●●工事

左官工事施工計画書

□□建設（株）

イメージ例

●●●工事

塗装工事施工計画書

□□建設（株）

●●●工事

左官・塗装工事
施工計画書

□□建設（株）

集約
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２－８．施工体制台帳 [Ｐ11.12]

施工体制台帳、添付書類の提出は必要最小限とする

☛ 技術者通知書等に添付する資格証明（写）等は施工体制台帳に
添付されていれば、他書類への添付は省略できます。

• 発注者との契約書の写し
• 下請負人が注文者との間で締結した契約書の写し
• （注文・請書及び基本契約書又は約款等の写し）

• 元請負人の配置技術者が主任（監理）技術者資格を有することを証する書面
• （監理技術者は、監理技術者資格証の写しに限る）

• 監理技術者補佐を置いた場合は、監理技術者補佐資格を有することを証する
書面

• 専門技術者を置いた場合は、資格を有することを証する書面
（国家資格等の技術検定合格証明証等の写し）

• 元請の主任（監理）技術者、監理技術者補佐及び専門技術者の雇用関係を証
明できるものの写し

【 施工体制台帳に添付を必要とする書類 】 （建設業法施行規則第１４条の２第２項）

31



２－８．施工体制台帳 [Ｐ11.12]

「下請負者通知書」は、施工体制台帳の提出で省略が可能

イメージ例

総括監督員
殿

令和　　年　　月　　日

受注者

現場代理人  　　　　　　

標記について、工事請負契約書第７条の規定に基づき、下記のとおり通知致します。

　　　　

工事名 工事

工事科目 会　社　名 住　　　　　　所 電話･FAX 建設業許可番号
　工事現場
担当責任者名

下　請　負　者　通　知　書

記

総括監督員
殿

令和　　年　　月　　日

受注者

現場代理人  　　　　　　

標記について、工事請負契約書第７条の規定に基づき、下記のとおり通知致します。

　　　　

工事名 工事

工事科目 会　社　名 住　　　　　　所 電話･FAX 建設業許可番号
　工事現場
担当責任者名

下　請　負　者　通　知　書

記

下請負者通知書

《参　考》

<<下請負人に関する事項>>

－ － )

自

至

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

現場代理人名

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称

施工体制台帳　様式例-2

会社名・
事業者ID

代表者名

安全衛生責任者名

住　　所
電話番号

〒

（TEL

健康保険
等の加入
状況

年　　月　　日　

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

施工に必要な許可業種 許可番号

第

第

年　　月　　日　

号

許可（更新）年月日

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

工事業建設業の
許　可

※専門技術者名

資 格 内 容

工事業
号

大臣　特定

資 格 内 容

知事　一般

大臣　特定

知事　一般

担当工事内容

安全衛生推進者名

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無

《参　考》 年月日：

自

至

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無

健康保険
等の加入

状況

資格内容

事業所
整理記号

等

厚生年金保険健康保険営業所の名称区　分

加入　　未加入
適用除外

保険加入
の有無

雇用保険厚生年金保険健康保険

号 年　　月　　日　

施工体制台帳　様式例-1

施　工　体　制　台　帳

許可（更新）年月日許可業種 許可番号

工事業
第

大臣　特定

知事　一般

第

年　　月　　日　
工　期

年　　月　　日　
工事業

発注者名
及　び
住　所

〒

号

建設業の
許　可

下請契約

工事名称
及　び
工事内容

年　　月　　日　
契約日 年　　　月　　　日　

契　約
営業所

区分 名　　　称

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

住　　　所

元請契約

権限及び意見
申出方法

監督員名

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

元請契約

専　門
技術者名

専　門
技術者名

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

監理技術者名
主任技術者名

専任
非専任

資格内容

担　当
工事内容

担　当
工事内容

大臣　特定

知事　一般

資格内容

資格内容

[事業所名・現場ID]

[会社名・事業者ID]

監理技術者補佐
名

雇用保険

下請契約

施工体制台帳 《参　考》

<<再下請負関係>>
再下請業者及び再下請契約関係について次にとおり報告いたします。

－ － )

自

至

施工体制台帳　様式例-4

資 格 内 容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資 格 内 容 ※専門技術者名

現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

号 年　　月　　日　
工事業 知事　一般

健康保険
等の加入
状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入

適用除外

工事業 知事　一般

大臣　特定
第

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

有　　無

会社名・
事業者ID

代表者名

住　　所
電話番号

〒

（TEL

《参　考》 年月日：

　【報告下請負業者】

<<自社に関する事項>>

自

至

施工体制台帳　様式例-3

再　下　請　通　知　書

※主任技術者名

資 格 内 容

専　任
非専任

代表者名

会 社 名・
事業者ID

住　　所

元請名称・

事業者ID

直近上位
注文者名

現場代理人名

資 格 内 容

担当工事内容

雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

※専門技術者名

監 督 員 名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

号 年　　月　　日　
工事業 知事　一般

健康保険
等の加入
状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

工事業 知事　一般

大臣　特定
第

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　 注文者との

契　約　日
年　　　月　　　日　

年　　月　　日　

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無

再下請通知書

提出不要 施工体制台帳を提出

省略
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２－９．遠隔臨場の適用（施工の立会い等） [Ｐ13]

遠隔臨場を活用し、効率的な施工管理を実施

● 遠隔臨場の活用は、移動時間の軽減や立会

いの待ち時間の軽減となり、受発注者にとって効

率的な確認立会いが実施できます。

遠隔臨場イメージ

ＷＥＢ会議システム等

開発局現場（臨場）

立会、協議、検査、調整

動画撮影用のカメラ等

官庁営繕部ＨＰ
「官庁営繕事業の建設現場
における遠隔臨場に関す
る実施要領」
掲載先ＱＲコード→

監督職員
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２－９．遠隔臨場の適用（施工の立会い等） [Ｐ13]

● どのような工種・項目で遠隔臨場が実施できるかは、

「遠隔臨場に関する適応性一覧表」を参考として下さい。

官庁営繕部ＨＰ
「遠隔臨場に関する
適応性一覧表」

掲載先ＱＲコード→

遠隔臨場実施事例

遠隔臨場の実施項目（参考）

工 種 項 目 確認内容

木工事
工事現場施工
（軸組建方等）

建方精度の確認

コンクリート工事
工事現場施工
（コンクリート打設）

コンクリート受入試験（スランプ等）の
確認、打設状況の確認

電気設備工事
（機器据付工事）

施工（直流電源機器
の据付）（支持・固定）

設置位置、支持・固定方法、状態、耐
震・防振装置の確認

機械設備工事
（屋外配管工事）

施工（土中埋設深さ、
防食方法）

埋設深さ、配管の種別に応じた防食
方法の確認

機械設備工事
（機器据付工事）

施工（空気調和機） 据付（位置、水平）の確認
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☛ 押印の省略

２－１０．工事材料搬入報告書 [Ｐ14]

工事材料搬入報告書は、工事写真により省略が可能

工事材料搬入報告書

省略
鉄筋搬入状況の工事写真（抽出写真）

杭搬入・検収状況写真（全数写真）
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２－１１．材料及び機器の品質等証明資料 [Ｐ14]

材料及び機器の品質等を証明する資料は、カタログ、工事写真等で確認出来
る場合は簡略化が可能

品質等証明資料等

・試験成績報告書
・品質証明書

イメージ例

提出不要

省略

カタログ等

【品質・性能等】
・JIS規格番号等
・分類記号、種別等
・試験結果等

カタログ又は写真等で確認

● 材料規格（JIS・JAS又はメーカー品番等）を明確に確認できる材料搬入時の

工事写真及びカタログ等により省略できます。
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２－１２．実施工程表 [Ｐ15]

実施工程表は計画工程表を参考として作成可能

様式－３０－２

4月

30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

【管理官署立会】

【休日・夜間作業】

休日：★　夜間：●
【騒音・振動】

騒音：●　　騒音振動：★

【一工程の施工確認(受入検査等)】 ＜確認資料等＞

★：現場立会　●：書面確認
【監督職員等の検査・立会請求】

【工事材料搬入】 工事材料搬入一覧表
●：搬入日
★：検査日

【施工計画書・報告書、施工図等】
●：提出
★：承諾

【主要行事】 現場閉所の報告（累計）
現場閉所の日数：○日
対象期間の日数：○日
現場閉所率：○％
※累計は、着工から当該月
末までとする。

　右記について設計図書に適合すること
を確認したので報告する。

　主任技術者　○○　○○　　印

　・有 ・無

＜曜日＞ 実施報告日

＜天気＞晴:○　雨:●　曇:◎　雪:※

＜ 日 ＞

＜ 月 ＞ 計画作成日

指定工期

計画No.

工期至 ○月 △月

改工期 予定 実施 予定

報告No.

進捗状況(累計％) 監督職員 工事監理 現場代理人 主任技術者

令和○年○月度
工期自

計画工程表を参考に作成可能

☛ 計画工程表のデータは、工事受注後、希望に応じて監督職員か
ら貸与を受けることができます。

計画工程表（発注者作成） 実施工程表（受注者作成）
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２－１３．月間工程表 [Ｐ15]

履行報告書・現場休止届の省略が可能

休止期間、
連絡先等を記載

進捗率、現場閉所
率を記載

月間工程表（例）

現場休止届省略

履行報告書省略
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２－１４．週間工程表（３週間工程表） [Ｐ16]

工事週報・予定工程を記入、一工程の施工報告書の省略が可能

一工程の完了報告
を記載する欄。
写真や参考図は別
添する

休日、夜間の作業予定を記載。
各届出書の提出を省略する

検査・立会いの
予定を記載する

工事週報 施工報告

週間工程表（例）

一工程の施工報告書
省略

予定工程
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２－１６．機器の完成図 [Ｐ17]

機器承諾図の複写を提出することにより機器完成図は不要

● 監督員から承諾を受けた機器承諾図を、完成図として提出できます。

●●●工事

機器承諾図

監督承諾

□□建設（株）

●●●工事

機器完成図

□□建設（株）

作成不要 完成図として提出可能

イメージ例

省略
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設計図 完成図

平面図・展開図

２－１７．完成図 [Ｐ17]

設計図や施工図のＣＡＤデータを修正して完成図としてよい

● 契約後に貸与される、設計図CADデータを利用して完成図を作成できます。

設計図ＣＡＤデータを利用した完成図の作成イメージ例

平面図

41

■ 建築工事 完成図の種類 （公共建築工事標準仕様書（建築工事編）より）

・配置図及び案内図 ・各階平面図 ・各立面図 ・断面図 ・仕上表

■完成図は工事目的物の完成時の状態を表現した図

平面図データを利用



２－１７．完成図 [Ｐ17]

設計図や施工図のＣＡＤデータを修正して完成図としてよい

● 機械設備・電気設備は配管配線ルートなど施工図の内容を反映した完成図

とします。

42

■ 機械設備工事 完成図の種類 （公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）より）

・屋外配管図 ・各階平面図及び図示記号 ・主要機械室平面図及び断面図

・便所詳細図 ・各種系統図 ・主要機器一覧表

・浄化槽設備、昇降機設備、機械室駐車場設備及び医療ガス設備の図

■ 電気設備工事 完成図の種類 （公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）より）

・各階配線図 ・機器の仕様 ・単線接続図 ・系統図

・平面詳細図、配置図（主要機器設置場所のもの） ・構内配線図

・主要機器一覧表



工事関係図書・工事完成図書は、原則電子データでの提出です。
ただし、受注者が紙でしか保有していない書類は紙により提出できます。
また、二重提出（紙と電子データ）は求めません。

２－１９．工事関係書類の電子納品 [Ｐ18]

営繕工事における工事関係書類体系別の電子データ作成区分

工事関係書類

実施工程表

施工計画書

施工図等

工事打合せ書

工事写真

完成図

保全に関する資料

完成写真

工事関係図書

工事完成図書

☛営繕工事写真撮影要領による形式

☛設計図書にて指定された形式

☛受発注者の協議により決定した形式
（紙でした保有していない書類は紙
による提出も可能）

☛営繕工事電子納品要領による形式

官庁営繕部ＨＰ
「営繕工事電子

納品要領」
掲載先ＱＲコード→

官庁営繕部ＨＰ
「営繕工事写真

撮影要領」
掲載先ＱＲコード→ 43



２－１８．工事検査 [Ｐ17]

工事検査の書面検査は、原則、電子データで行う

● 検査は、ASPを用いて作成した電子データや電子メールを使用した場合は

受注者が保管した電子データで行います。

● 書類の見栄えや多さは、工事成績評定に影響しません。

● 電子納品対象となっているものは、紙の書類の提出、提示は求めません。

● 工事概要説明資料（ダイジェスト版）等の新たな資料の作成は不要です。

☛ 出来型や品質確保、管理方法が確認できることや、出来型や
品質等が設計図書を満足していることが確認できることなど
が評価されます。

☛ 工事完成検査時等のみでしか使用しない書類の作成は、発注者
からは要求しません。
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おわりに

【問合せ先】

北海道開発局 営繕部 技術・評価課

保全指導・監督室

ＴＥＬ：０１１－７０９－２３１１（代）
45

本説明資料は、北海道開発局ホームページ
「工事書類簡素化のポイント（営繕版）」に掲載しています。
掲載期間：令和７年５月３０日まで

ＵＲＬ：https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/ez/hozen/ud49g7000000f2sv.html

ＱＲコードはこちら→


